
レ

2015 年 4 月 1 日～ 2017 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 8.0 ％ 24.4 ％ 14.2 ％ 12.6 ％

－ ％ 24.1 ％ 14.6 ％ 12.3 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 売上高

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

当社は専ら引越部門を中心に事業活動を行っており毎年106%の事業拡大（売上高）を計画しております。売上高で原単
位ベースの目標削減を掲げさせていただきました。自動車からの温室効果ガスの排出を削減する為、年式13年以上の車
両129台を廃棄し、新規購入で燃費基準達成車の導入を119台購入し、エコドライブ及び効率化輸送（デジタコ導入）に
より、排出量を前年対比103%に抑えCO2の削減を図ります。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 1,732

区分
削減目標

1,770

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 1,692 1,738

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

【引越事業】引越及びそれに付帯する各種役務の提供に関する事業　　　【輸
入車販売事業】自動車の輸入販売及び車輌のメンテナンスに関する事業
【国内物流事業】国内におけるトラック輸送に関する事業
【物販事業】家電製品の小売に関する事業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区城見1-2-27

氏名
アートコーポレーション(株)

クリスタルタワー16Ｆ 代表取締役　寺田　千代乃　



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2126) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3

全事業所 輸送の効率化を図る為に高効率車輌の導入を検
討

輸送の効率化

(4)その他の抑制対策

1

全事業所 排ガス規制対応に伴い低排出車及び低燃費車の
導入

低燃費車の導入

2

全事業所 アイドリングストップ等のエコ運転の推進

エコドライブの
推進

2 全事業所

冷房温度28℃、暖房温度20℃の迎行

空調温度の適正
化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全事業所

・こまめに照明設備のスイッチをオフす
る。

消灯の適正化

(2)推進体制

１、引越部門では燃料費の削減を掲げ、輸送の効率化及びアイドリングストップ等を推進する。
２、排ガス規制による代替及び増車は燃費の良い車輌を積極的に導入していきいます。
３、輸送の効率化を図る為に高効率車輌の導入を検討をしていきます。
４、燃費の使用実態を毎月算出して開示、燃料費削減の指標にする。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 4.0 ％ 7.6 ％ 22.8 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 4.0 ％ 7.6 ％ 23.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

設備の更改による高効率化やクラウド環境への巻取りによるサーバ電力削減を推進し、温室効果ガス総排出量の削減に
努めた。また、昨年に引き続き照明の減灯、エレベータの運転制限、空調機の保守・運転管理を徹底するとともに、空
調室外機に設置した水噴霧装置の動作設定の変更により最も省エネ効果の高い設定を見つけ出し、運用を最適化したこ
とが要因と考えられる。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,545 4,274

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,127 3,962

事業の概要

クラウドコンピューティング事業 ・ データセンター事業

　首都圏、東日本、西日本で大規模データセンターを運用し、ネットワークセ
キュリティや運用監視を含む高品質のデータセンターソリューション、クラウ
ドコンピューティングおよびストレージサービスを提供。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 40インターネット附随サービス業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
東京都千代田区紀尾井町1-3

氏名
株式会社IDCフロンティア

東京ガーデンテラス紀尾井町　紀尾井タワー 代表取締役社長　　鈴木　勝久



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

8
大阪吹田デー
タセンター

現在サーバを使用しているサービスをクラウド
環境に巻き取ることで、サーバの消費電力を軽
減する。クラウド環境へ

の巻取り

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

6
大阪吹田デー
タセンター

・エレベータ利用の制限（原則、荷物運搬時だ
けの利用）
・消灯の徹底。
・会議室エアコン管理（OFF徹底）
・エアコン設定温度管理。

省エネ啓蒙活動

7
大阪吹田デー
タセンター

UPSを高効率のものに変更し、電力の損失を軽
減する。

高効率UPSの導入

4
大阪吹田デー
タセンター

空調室外機に水噴霧装置を設置し、運用して空
調機の運転効率を上げる。

水噴霧装置の設
置、運用

5
大阪吹田デー
タセンター

館内巡回を定期的に行い、不用灯の消灯を徹底
して消費電力低減に努める。

無人時消灯の徹
底

2
大阪吹田デー
タセンター

空調機の運転状況と室温を毎日確認して、過冷
却のないよう空調機設定温度、運転台数を適
宜、変更して適性運転に努める。空調機の運転状

態把握

3
大阪吹田デー
タセンター

外気温度が高い夏場の外熱負荷を低減するた
め、日中の換気を停止し、夜間に換気する。冬
季は外気導入を増やして空調機消費電力を低減
する。

換気装置の運転
管理

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
大阪吹田デー
タセンター

空調機室外機フィンと室内機フィルタの洗浄時
期を管理して、高い放熱効率と冷房効率を維持
する。空調機整備点検を的確に実施し、正常運
転状態の維持、高効率運転に努める。

空調機の高効率
運転

(2)推進体制

　　　　　データセンター事業本部長（推進責任者）
　　　　　　　｜
　　　　　ファシリティSRE部長（統括マネジャー）
　　　　　　　｜-----------------------テクニカルアドバイザー（エネルギー管理士）
　　　　　　推進者（エネルギー管理士、管理員）

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.2 ％ 32.6 ％ 25.6 ％ 37.8 ％

－ ％ 32.9 ％ 26.0 ％ 38.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 レンタル売上

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

・古いディーゼル車を廃車し、新しい車への代替を推進している。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 1,917

区分
削減目標

2,605

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 1,878 2,578

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 70物品賃貸業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 建設機械のレンタル、リース等

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区日本橋３－１２－２

氏名
株式会社　アクティオ

朝日ビルヂング７Ｆ 代表取締役　小沼　直人



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2113) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

3

大阪府下全部 すべての輸送予定を管理し、合い積み等を増や
し輸送便が走る本数を削減する。

輸送の見直し

4

大阪府下全部 レンタカーの適正な維持、管理を行い燃費の向
上に努める。

レンタカーの維
持管理

1

大阪府下全部 レンタカーの保有台数を見直し必要最低限の台
数で運用する。また、不具合車両など不要車両
の減車を迅速に行う。レンタカーの適

正管理

2

大阪府下全部 営業担当者の現場打合せ、会議、営業活動を行
う際出来るだけ公共の交通機関を利用する。

公共の交通機関
の利用促進

2 高石工場

配電線路を見直し配電電圧の適正化を図り配電
損失を削減する。また管理者、担当者を選任し
徹底した保守、管理を行う。設備用電源の適

正使用

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 大阪府下全部

冷暖房器具の温度は政府の推奨する設定温度を
基準に各部所の設定温度を決めていく。また、
クールビズ、ウォームビズの徹底を行う。冷暖房器具の適

正な使用管理

(2)推進体制

温暖化対策を効果的に推進する為に責任者、担当者を選定、設置し、社内会議の際に話合いの場を設けマニュアルを作
成し各部所に教育、指導を行っていく。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -1.1 ％ -2.3 ％ -1.3 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 1.3 ％ 0.7 ％ 1.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

温室効果ガスの削減ができなかった理由はガス使用量が基準年と比較し、平成29年度は4.5％増加した。要因は設備の
老朽化によるもので特にコージェネ設備の排熱回収量低下並びにボイラー設備の故障多発によるものです。ボイラー設
備は平成28年に修理済みでコージェネ設備については現在、大阪ガスで調査中です。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,033 5,928

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,547 5,619

事業の概要
ホテル業（客室241室、レストラン4店舗、宴会場17室、会員制ﾍﾙｽｸﾗﾌﾞ）、テ
ナント業（貸し事務所、店舗）、貸し駐車場業を営んでいます。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 75宿泊業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市堺区戎島町4－45－1

氏名
株式会社ｱｺﾞｰﾗ・ﾎﾃﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ堺

ホテル・アゴーラリージェンシー堺 代表取締役　佐藤　暢樹



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (5999) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5999) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1214) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (0) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (0) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (0) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (0) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (0) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

No. 

12
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

10
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

11
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

8
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

9
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

6
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

客用、従業員用の不用照明の消灯を実施中。

7
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

客用パブリックスペースの天井灯を順番にLED
照明に変更中。

4
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

ホテルの各空調機、給排気ファンの運転スケ
ジュール前後15分短縮して電気使用量の削減実
施中⇒対策実施により21.2ｔ-CO2/年削減。

5
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

平日は地下駐車場の給排気ファン、デリベント
ファンの部分停止、間欠運転を実施中。

2
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

平日昼間の電力使用量増加（契約電力超過の恐
れがある場合）電気式ターボ冷凍機
（580USRT）を停止してｶﾞｽ式冷温水発生機に切
り替え運転を実施中。

3
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

コージェネ室のエアコン2台の内、1台をコー
ジェネ設備に影響の無い範囲で停止を実施中。
⇒対策実施により10.6ｔ-CO2/年削減。

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗﾘｰ
ｼﾞｪﾝｼｰ堺

平日昼間は客用ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ4台の内1台停止中。夜
間、従業員ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ4台の内3台の停止を実施済
み。

(2)推進体制

１、省エネ推進委員会を2回/年（5月と11月）開催して省エネ推進を行っている。２．1回/月・各部門責任者に前月の
電気、ガス、水道使用量を報告し使用量増加部署については原因調査並びに注意喚起を行っている。３．エアコン、厨
房機器、客室電化製品等の更新時はトップランナー製品を極力導入している

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -1.5 ％ -3.0 ％ 1.9 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -1.2 ％ -2.5 ％ 2.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

H29年12月27日病院敷地内に小規模老健施設完成引渡しがあった。昨年度より、敷地面積が変更（増えている）になっ
ている。難波クリニックもH29年12月上旬頃移転したので、昨年度報告より敷地面積も変っている。28年3月実施の建物
にＬＥＤに変更した効果が今年度成果として出ていた。省エネラうンドも冬場と夏場の一番使用量の増える時期に2回
行い、省エネ啓蒙を呼びかけを行なった。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,661 7,484

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 7,233 7,099

事業の概要 医療業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 83医療業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市堺区今池町3丁3番16号

氏名
公益財団法人　浅香山病院

理事長　髙橋　明



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1213) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

公益財団法人
浅香山病院

全車エコドライブ（アイドリングストップ）を
推進　　　　　　　　　　　　　　　年間0.05
ｔ-CO2を削減予定エコドライブ推

進

2

公益財団法人
浅香山病院

時間・距離等を考え自転車・公共交通機関の利
用を推進

公共交通機関利
用を推進

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

6 全事業所

運転の良し悪しにより、金額ベースでエネル
ギー使用量がどの程度上下するのか啓蒙（具体
的な運用アドバイス等）病棟スタッフの

省エネ啓蒙

7 全事業所

LED電球導入

LED電球導入

4 全事業所

ECOISによるエネルギー、給湯負荷の可視化、
BMSデータ活用によるコージェネレーション運
用最適化COS運用最適化

5 全事業所

ECOISによるエネルギーの可視化によるAHUの運
転時間、台数の緩和

AHUの最適化

2 全事業所

総合エネルギーサービスECOISによるエネル
ギー使用の可視化及び導入済BEMSデータの活用

エネルギー使用
の可視化

3 全事業所

ECOISによる給水・給湯使用量の削減に伴うボ
イラーガス使用量の抑制

ボイラーガス使
用量最適化

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全事業所

ECOISによる気象状況の変動に応じた熱源器の
最適運転

運転管理

(2)推進体制

エアコン設定で適温を呼びかけを行なっていきます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2017 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 10.6 ％ 2.2 ％ 19.9 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 10.8 ％ 1.7 ％ 20.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

第3年度は19.9%削減することができましたが、今後も、より一層の環境配慮活動の実施を進めてまいります。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 27,609 21,994

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 25,837 20,718

事業の概要
輸送用機器の歯車・アクスルの設計から製造までの事業活動を行っておりま
す。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 31輸送用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪狭山市東池尻4-1402-1

氏名
株式会社浅野歯車工作所

取締役社長　倉長勇太郎



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (4210) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

株式会社浅野
歯車工作所

エコカー導入による温室効果ガスの排出低減。
16台中7台がエコカー導入済み。残り9台も更新
時にエコカーの導入を進める。

エコカーの導入

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

6
株式会社浅野
歯車工作所

更新時にLED照明器具を採用する。

高効率照明器具
の採用

7
株式会社浅野
歯車工作所

熱処理炉老朽化更新によるエネルギ消費量低減

熱処理炉更新

4
株式会社浅野
歯車工作所

夏季空調使用時、最大電力の抑制

夏季最大電力の
抑制

5
株式会社浅野
歯車工作所

休憩時間帯、油圧モータを自動停止させ消費電
力を低減。設備待機時、油

圧モータを自動
停止

2
株式会社浅野
歯車工作所

熱処理炉空焚き時、ガス使用量を低減。

熱処理炉空焚き
時間低減

3
株式会社浅野
歯車工作所

生産ライン非稼働時、元電源を停止し待機電力
を低減。

待機電力の低減

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
株式会社浅野
歯車工作所

工場屋根高日射反射塗料により空調負荷低減。
2016年5月対策済み。

工場負荷低減

(2)推進体制

当社は、環境マネジメントシステムISO14001を認証取得しており取締役社長を推進体制の長とし定期的に環境委員会を
開催し省エネ活動を進めております。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -4.4 ％ 16.1 ％ -0.5 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -4.3 ％ ％ -1.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

車両入替時におかる低公害車の採用。エコドライブの推進。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 932

区分
削減目標

942

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 914 918

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 58飲食料品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
主に自動販売機による清涼飲料水の販売を行っている。営業拠点は東名阪（首
都圏地区、中部地区、近畿圏地区）で29支店あり、うち、大阪府内では７支店
で営業活動を行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東京都台東区上野7-12-14

氏名
アサヒ飲料販売株式会社

住友不動産上野ビル4号館6階 代表取締役社長　相生　宏之



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2112) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3

大阪支店 平成１８年７月に導入した天然ガス（CNG）自
動車１台を再リースし、継続使用。

低燃費車の導入
等

(4)その他の抑制対策

1

全ての事業所 全支店の全車両の走行距離及び給油量を把握す
る。

エネルギーの使
用に関するデー
タ管理

2

全ての事業所 全支店の全車両がエコドライブを実施する。

エコドライブの
推進

2 全ての事業所

支店倉庫の昼間消灯・蛍光灯間引き・クールビ
ズ・ウォームビズの促進等、節電を推進する。

運転管理

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

全支店の電気使用量を把握する。

エネルギーの使
用に関するデー
タ管理

(2)推進体制

アサヒグループとして、『環境ビジョン2020』を策定し、「低炭素社会の構築」「循環型社会の構築」「生物多様性の
保全」「自然の恵みの啓発」という4つのテーマを柱として、環境の課題に対して積極的に取り組み、持続可能な社会
の実現に貢献することに取り組むこととしております。
社内での啓蒙活動と意識向上を図ります。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.6 ％ -5.1 ％ -3.2 ％ -8.6 ％

－ ％ -4.7 ％ -2.5 ％ -8.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 出荷㎥数

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成２９年度は基本年度に比較して、生産量が３.５％増加しましたが、エネルギー量は１２.５％と大幅に増加し、
CO2原単位も増加しました。原因は
　①高エネルギー商品の比率が高くなった(Ｈ29年度は全体の32％まで増加)。またその商品は通常の１/２の生産性の
ため、非常に生産効率が悪化している(忠岡工場)
　②形状が特殊なため生産性が落ちた(岸和田工場など）
　③品質を維持するために補助的に使用していたガス・重油ボイラーを常時運転している(忠岡工場　前期比５％増)
以上の３点が考えられます。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 13,535

区分
削減目標

15,149

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 12,235 13,753

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 12木材・木製品製造業（家具を除く）

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
主に住宅内装用の木質建材（床材・階段他）の製造・販売を行っています。大
阪府内には本社が大阪市中央区に、生産拠点が忠岡町、岸和田市、和泉市にあ
ります。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区南本町4-5-10

氏名
朝日ウッドテック株式会社

代表取締役社長　海堀 哲也



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1225) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

4 忠岡工場

コンプレッサーを台数制御にする

コンプレッサー
台数制御

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 全工場

森林認証材、植林木、パーティクルボード等の
環境に配慮した基材を使用した製品を生産す
る。

生態系保全に配
慮した木材等の
使用

3 TS工場

工場内の天井灯・ライン照明を蛍光灯や白熱灯
から順次ＬＥＤに置き換える。

ＬＥＤ照明の導
入

1 全工場

電気使用量をリアルタイムで監視するデマンド
監視装置を導入し、ピーク電力のカット等の対
策、従業員へのこまめな節電の意識付けを強化
する

デマンド監視装
置の導入と使用
量の見える化

(2)推進体制

前期に引き続き、全社統括環境管理責任者の下、全体のエネルギー使用量(原単位)の削減活動を管理・支援していきま
す。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ 0.9 ％ -2.5 ％ -4.1 ％

－ ％ 1.0 ％ -2.6 ％ -4.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

より質の高い製品を求められるようになり、汚れ染色斑等で不良品になるケースが多くなった。その為に汚れや糸く
ず、生地の薬品下処理において生地に残る薬品による染色斑等をなくすために水洗槽を増設し洗浄能力をアップした
為、洗浄用温水の使用量多くなり蒸気の使用量が増加した。また長繊維部門（生産工程が少なくエネルギー原単位が低
い)の生産が減少、短繊維部門（生産工程が多くエネルギー原単位が高い）の生産が増加したためにエネルギーの使用
量が増加した。

貫流ボイラの効率が低下してエネルギーの使用量が増加し温室効果ガスが増加した。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産数量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,523 6,940

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,478 6,890

事業の概要
各種繊維製品の染色、防水、漂白、縫製及びこれに付帯する加工販売、ならび
に環境・省エネ機器、繊維機器、合成加工機器ならびに付属品、部分品の製造
販売を行っており、大阪府内に工場が1ヶ所ある。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区南本町1-8-14

氏名
朝日加工株式会社

代表取締役社長   小河原 正幸



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1123) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1212) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1123) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

8 阪和工場

倉庫の水銀灯(27個)をLED照明に交換
（7ｔ-CO2削減）

照明設備変更

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

6 阪和工場

高効率の水洗槽により水洗の回数を少なくして
水の使用量を減少させ、蒸気の使用量を減少さ
せる。（63ｔ-CO2削減）　　　　　28年度完了UBR水洗槽設置

7 阪和工場

乾燥入り口で生地に含まれる水分少なくして乾
燥用蒸気の使用量を減らす。　　　　　（63ｔ
-CO2削減）　　　　　　　　　　　29年度3台
設置完了(49ｔ-CO2削減）

真空脱水機設置

4 阪和工場

配管、バルブ等の保温
（24ｔ-CO2削減）　　　　　　　　　　　29年
度完了ﾎﾞｲﾗｰ室配管保温

5 阪和工場

給水配管を変更して温度の低い給水を、ｺｳｼﾞｪﾈ
設備の熱交換器を通し熱回収の効率を上げる
（14ｔ-CO2削減）　27年度完了ｺｰｼﾞｪﾈ設備の熱

回収配管変更

2 阪和工場

ﾄﾞﾚﾝ回収配管を変更してﾎﾞｲﾗｰ給水温度を上げ
る　　　（51ｔ-CO2削減)　　　　　　　27年
度完了ﾄﾞﾚﾝ回収配管変

更

3 阪和工場

効率のよい乾燥室に変更する
（41ｔ-CO2削減）
28年度完了ﾃﾝﾀｰ1号乾燥室変

更

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 阪和工場

過乾燥を防ぐために圧力を調整する
（71ｔ-CO2削減）　　　　　　　　　　　　29
年度完了乾燥ｼﾘﾝﾀﾞｰ圧力

調整8台

(2)推進体制

　工場長を委員長とする省エネルギー委員会を毎月1回開き、対策の結果報告、現状改善などを検討しており、本体制
を継続していきます。　電気の需要の平準化は昼間の買電電力を160kw/h一定にし、負荷の変動をｺｰｼﾞｪﾈ発電で対応す
る。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2014 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 4.6 ％ 3.6 ％ 3.8 ％

－ ％ 4.8 ％ 4.0 ％ 4.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ付加価値生産高とは、売価変動を受けにくい単価を基準とした生産高から材料費や
外注費等の外部費用を除いたもの

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成29年度においては、温室効果ガス排出量は基準年度を下回り、原単位ベースでは前年度を
わずかに上回る3.8％の削減ができました。
前年度同様、省エネ、保全パトロール、製造部全体での会議等を実施し、各部門に指導強化等の
取り組みも引き続き行っており、重点対策の未実施・実施予定分の取り組みを行うことにより
省エネ意識向上、また、見える化運動の継続による生産効率向上に繋がったと思われます。
前述した通りが今年度の温室効果ガス削減の要因だと考えられます。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ付加価値生産高

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,204 4,105

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,729 3,649

事業の概要

インサート軸受ユニット製造販売及び、エアークラッチ、
エアーブレーキ、直線運動機器といった精機商品の
製造販売も行っており、日本全国で本社工場、9支社の
事業所があり、うち、大阪府には、1支社の事業所となって
おります。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市西区鳳東町

氏名
旭精工株式会社

6丁570番地1 代表取締役社長　清水　明彦



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

6 本社工場

省エネ、高効率タイプの空調機の導入

平成29年度
空調機更新（5台）

空調機の
更新

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 本社工場

現行機械設備の定期的な保全活動

平成29年度
月1回の保全パトロールの実施

機械設備
定期保全

5 本社工場

ｴｱｰ漏れ、改善、配管経路変更等による圧損の
改善
平成29年度
ｴｱｰ漏れ修理（37件）
COP更新（1台）

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ
有効活用

2
全ての
事業所

必要時以外の照明等の消灯

平成29年度
月1回の省エネパトロールの実施

陽明の
無駄排除

3 本社工場

省エネ、高効率タイプの新規設備導入

平成29年度
生産設備更新（5台）

生産設備の
更新

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
全ての
事業所

空調機の温度設定、使用時間帯を
定めて管理する

平成29年度
月1回の省エネパトロールの実施

空調機の
運用改善

(2)推進体制

環境マネジメントシステム（ISO事務局）での活動

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -4.4 ％ -1.8 ％ 0.4 ％

－ ％ -4.4 ％ -1.9 ％ 0.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 Ａｌ二次合金地金製造に関与する生産数量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成29年度は溶解炉のヒートサイズの維持および原材料乾燥設備の連続操業に取組んだことで、廃熱の有効活用が可能
となり、エネルギー原単位が改善され、前年に比べ温室効果ガスの排出量の削減が可能となった。しかし、目標の3%削
減は達成できなかったため、今後は今まで以上に生産性および効率の向上を推進し、エネルギー原単位の削減を推進し
ていく。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 28,877

区分
削減目標

25,898

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 28,101 25,165

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 23非鉄金属製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

アルミニウム鋳物およびダイカスト用などの合金地金（再生塊）の製造・販
売、製鋼用フラックス（アルミ灰）の製造・販売、またアルミニウムスクラッ
プの転売などの事業活動を実施し、「アルミニウムリサイクル総合メーカー」
として、あらゆる資源（人・物・金・技術・環境）の再生の実現を目指してい
る。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府八尾市太田9丁目37番地

氏名
アサヒセイレン株式会社

代表取締役　谷山佳史



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1211) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

全ての事業所 社用車更新時には低燃費車への更新を検討して
おり、平成29年度は更新はなし

社用車更新時に
は低燃費車への
更新

2

全ての事業所 社用車運転時のエコドライブの啓蒙活動を実施
したが、効果は未確認。

エコドライブの
推進

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 本社工場

工場内で使用している空調設備について、平成
29年度、2台空調設備を更新した。

高効率空調設備
への更新

3 本社工場

溶解炉で使用している扉（内側に耐火物があ
り）の損傷が確認されれば、扉の交換を実施、
溶解炉からのエネルギーロスを低減させた。溶解炉耐火物改

善

1 本社工場

反射炉の生産性向上のため、①溶湯供給率の向
上②原材料溶解作業の見直し　などを行い、日
当りの生産量の目標を達成することができるよ
うになった。

溶解炉　生産性
向上

(2)推進体制

ISO14001をﾍﾞｰｽとした環境改善（地球温暖化防止）活動を毎年実施しています。毎月開催される環境委員会にて対策実
施事項及び課題の実施状況を環境管理責任者は評価し、1回/年実施するマネジメントレビュー（ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者（環
境管理統括者）である専務を中心に開催）、環境改善活動を報告し、対策事項が順調に進捗されているか課題は何かを
定期的にレビューし、省エネルギー対策の充実を行っています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 2.5 ％ -3.4 ％ -1.9 ％

－ ％ 2.4 ％ -3.8 ％ -2.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成23年度を基準年度としては、大型設備更新などの効果により約10%の削減を達成することが出来た。しかし平成26
年度を基準年度としては、主要な更新が完了しており、そこから更に3%の削減は、難しい状況にある。

肉厚が薄く、1個あたりの単重が軽い製品も開発され、軽い製品を作る割合が増えている。原単位に生産（重量）を設
定しているため、同じだけの重量の製品を生産するために必要なエネルギーも増えている。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,912 6,379

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,286 5,693

事業の概要
水道用ダクタイル鋳鉄異形管の製造及び販売。鋳造、加工、塗装、梱包及び出
荷まで行う。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 22鉄鋼業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市西区鳳東町6-616

氏名
朝日鋳工株式会社

代表取締役　平山　太一



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2113) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2227) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3

本社 省エネ及び環境に配慮した制度を導入している
運送業者を優先して使用している。

委託先活用にお
ける配慮

(4)その他の抑制対策

1

本社 運転日報を作成し、運用状況を把握している。

自動車の運用管
理

2

本社 配送業務に携わる運転手にエコドライブに関す
る教育を行い、エコドライブの実施に努めてい
る。エコドライブの

推進

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 本社

省エネ効果の高い照明設備に更新する。（今後
も継続して更新を行う）

照明設備の導入

5 本社

エアガンの省エネノズルについて、新規設置及
び更新時に導入を行う。

エアガンの省エ
ネノズルの導入

2 本社

ガスの流量計による主要設備でのガス使用量の
把握を継続しており、データ把握による解析を
進める。

エネルギーの使
用量把握及び解
析

3 本社

インバーター内蔵型コンプレッサーを活用し、
設備の稼働状況に応じて、コンプレッサーの運
転台数を管理して操業している。エネルギー消費

設備の運転管理

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 本社

省エネ委員会の活動により、効率的なエネル
ギー使用を推進している。

省エネ委員会に
よる活動

(2)推進体制

工場長を委員長、エネルギー管理員を事務局とし、省エネ対策委員会を設けている。委員会では、全従業員への省エネ
教育、改善活動、省エネ設備導入検討等を行う。委員会での活動内容は、社長への報告、社内掲示等により会社全体で
の意識向上に努める。

今後も一層の環境配慮活動の実施、省エネルギー型設備への代替を進め、目標とする基準年度費3%削減の達成に努め
る。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 2.0 ％ 8.1 ％ 3.2 ％

－ ％ 1.5 ％ 7.5 ％ 2.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 製造量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

原単位ベースで第1年度に基準年比で2%、第2年度に8.1%の削減を行ってきたが、第3年度は基準年比で3.2%の削減にと
どまった。要因として、製造量の減少（第3年度の製造量489千KLは第2年度の製造量521千KLの6.1%減）、コージェネ
レーション設備の長期点検による運転停止が挙げられる。ただし、高効率冷凍機への更新、ビール冷熱利用などの施策
効果が寄与し、基準年比目標削減率3%に関しては達成することができました。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 37,048

区分
削減目標

39,057

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 36,536 38,244

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 10飲料・たばこ・飼料製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 ビール製造業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府吹田市西の庄町1番45号

氏名
アサヒビール株式会社吹田工場

統括工場長　三澤　博之



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1212) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

社有林「アサヒの森」によるCO2の固定（年間のCO2吸収量12,200トン）
「アサヒスーパードライ」の製造へのグリーン電力の活用

1

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
アサヒビール
㈱吹田工場

温水シャワーによる加熱からプレート式熱交換
器を用いたビール加熱に変更することによる熱
交換の効率化
▲14,696GJ/年×0.0509＝748t-CO2
H29年より定常化。

効率的な加熱方
法への転換

3
アサヒビール
㈱吹田工場

高効率冷凍機への更新。
▲2,855GJ/年×0.0509=145t-CO2
H30前半に定常化予定。高効率冷凍機へ

の更新

1
アサヒビール
㈱吹田工場

ビールからの冷熱回収および冷水製造への冷熱
利用（冷凍機負荷低減）
▲423.5千kWh/年×0.522＝221t-CO2
H29年より定常化。

冷熱の有効利用

(2)推進体制

当社はエネルギー使用合理化に関する全体計画を作成し、計画的に推進しています。さらに定期的な省エネルギー委員
会開催による省エネルギー推進も実施しております。また、ISO14001（環境マネジメントシステム）の認証取得後、継
続的に維持しております。今後も本取組みを継続していく予定です。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2017 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -0.2 ％ -5.8 ％ 2.4 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 0.1 ％ -5.3 ％ 2.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

28年度に空調関係機器の更新能力増強により、排出量が増えてしまったが、各機器の運転時間、温湿度の設定などを最
適化に向けて努力した結果、前年度からは大きく削減ができたが、目標には届かなかった。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,197

区分
削減目標

4,090

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,908 3,815

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 15印刷・同関連業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 主に日刊新聞（朝日新聞）の印刷ならびに梱包を行っています。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区築地5-3-2

氏名
株式会社朝日プリンテック

代表取締役　尾形　俊三



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

4 堺工場

輪転空調機№１を更新に伴いインバータ制御と
する。新設した輪転№3空調機をインバータ制
御とする。
発送・給紙№2空調機、冷水２次ポンプにイン
バータ制御を追加。

空調機のイン
バータ化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 堺工場

年間10日ある新聞休刊日の夜8時～翌9時までの
13時間、工場内の必要の無い空調機及びガス冷
温水機を停止する（年間18.55t-CO2を削減）空調機及び冷温

水機の停止

3 堺工場

老朽化し効率の悪くなった空調機の更新。（輪
転空調機№1、紙庫空調機、発送空調機、給紙
空調機№1、給紙空調機№2)空調機の更新

1 堺工場

ISO14001環境マネジメントシステムの運用によ
りエネルギー使用量の削減を行う
（年間0.05t-CO2を削減）

ISO環境マネジメ
ントシステム運
用

(2)推進体制

環境委員会、事務局会議を定期的に開催し、ISO14001環境マネジメントシステムを確実に運用する現体制を継続してい
きます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

0 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 2.3 ％ 1.8 ％ 4.0 ％

－ ％ 2.2 ％ 1.6 ％ 3.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

空調設定温度について、平成22年度より継続して管理強化により適正な温度の維持に努めました。照明設備について
も、事務エリアの調光照度設定を下げ、照明器具の一部をLED器具と取替える等の対応を実施しました。空調用熱源機
器については、ガス式熱源機器と電気式熱源機器との併用運転を行い、基準年度より空調用ガス使用量を削減していま
す。また設備全般について、各施設の使用状況を把握し、不要な機器は停止するよう努めました。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 建物延べ床面積

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 9,746 9,399

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 8,840 8,494

事業の概要 　放送法による基幹放送事業および一般放送事業　他

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 38放送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市福島区福島1-1-30

氏名
朝日放送ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

代表取締役社長　　沖中　進



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2112) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1 全ての事業所

自動車ごとの走行距離、燃料消費量等のデータ
を記録し、燃料管理を行う。

燃料管理の実施

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

10
本社
アネックス

事務エリア照明器具の調光照度設定を業務に支
障のない程度に下げる。

照明器具照度設
定の変更

11 本社

照明器具更新の際、ＬＥＤ型照明器具へ変更す
る。

ＬＥＤ照明器具
への更新

8
本社
アネックス

ウォシュレット便座の暖房機能を夏期は停止す
る。

ウォシュレット
便座の暖房停止

9
本社
アネックス

ウォシュレット洗浄水の温水温度を最小設定と
して運用する。ウォシュレット

洗浄水温度の見
直し

6 本社

吸収式冷温水機と空冷チラーの併用運転によ
り、空調用熱源機器の効率的な運用を図り、エ
ネルギー削減に努める。空調用熱源機器

の運用見直し

7 本社

トイレ洗面台に設置の電気温水器を夏期は停止
する。

トイレ洗面台の
温水停止

4 全ての事業所

照明点灯時間の見直しと、共用部分の照明減灯
を図る。

照明点灯時間の
見直し

5 全ての事業所

就業時間外の業務を抑制し、個人の省エネ意識
の強化を図り、エネルギーの削減に努める。

就業時間外業務
の抑制

2 全ての事業所

クールビズ･ウォームビズの再徹底と場所･用途
に応じた空調温度をさらに見直す。クールビズ・

ウォームビズの
実施

3 全ての事業所

照明などの電気機器不使用時の節電対応を再徹
底する。

電気機器の節電

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

空気調和設備・給排気ファンの運用状況を見直
し運転時間の削減に努める。

空気調和設備の
運転管理

(2)推進体制

『エネルギー管理標準』に定める総務局長を委員長とする【省エネルギー推進委員会】をエネルギー管理員、総務サー
ビス部責任者、施設管理委託会社責任者等で構成し、日常管理の徹底と効率的運用に努めています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3 全ての事業所

マニュアルの作成や教育等を行い、環境に配慮
した運転に努める。

エコドライブの
推進

(4)その他の抑制対策

2 全ての事業所

日常の点検・整備に関するマニュアルの作成や
教育等を通じ、車両の適正な維持管理を行う。

車両の適正な維
持管理



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 6.4 ％ -3.5 ％ 1.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 6.3 ％ -3.5 ％ 1.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

削減率の状況に至っては以下の通り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定工場
内での市場ニーズの対応（大型店への入居開始によりエネルギー使用量の増加）　　　　　　　　　　　　対応策とし
ては以下の通りとする
大型空調機の運転調整や館内照明の消灯・共用部LED照明器具の採用によりエネルギー削減を継続的に実施する。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 17,478

区分
削減目標

17,285

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 15,699 15,556

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 複合商業施設ビルの管理・運営（飲食・物販店舗、事務所、展示場、駐車場）

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪市住之江区南港北２-１-10

氏名
アジア太平洋トレードセンター㈱

代表取締役社長　　木村　　繁



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

4
アジア太平洋
トレードセン
ター

契約電力量：6,000kW⇒5,900kWに見直し

デマンドの見直
し

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
アジア太平洋
トレードセン
ター

日常管理に支障をきたさない範囲で館内照明の
消灯を行う。

館内照明の消灯

3
アジア太平洋
トレードセン
ター

館内全域での誘導灯器具のLED化を行う。

照明器具（誘導
灯設備）の更新

1
アジア太平洋
トレードセン
ター

日常管理に支障をきたさない範囲で館内空調機
の運転調整を行う。（運転時間、設定温度）

館内空調機の運
転調整

(2)推進体制

全社的に省エネを推進し、排出量の抑制を図る。（推進体制については「省エネ法」の規定ならびに経済産業省の指導
に基づく。）

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -15.1 ％ -10.4 ％ -4.8 ％

－ ％ -15.3 ％ -10.8 ％ -5.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

近年生産設備の老朽化等で、ライントラブルによる操業時間内での停機が目立ち、エネルギー効率が悪くなってきてい
る。その中でも積極的にフォークリフト、ボイラー、トラックなどの機器を省エネ型に更新を進め、合せてブロア、ス
クラバー、集塵機などのインバーター化を進めていき、今後も温室効果ガスの総排出量削減に努めて参ります。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪工場生産重量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,403 5,356

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,173 5,114

事業の概要
溶融亜鉛鍍金業を行っており、製品には送電線鉄塔、道路関係(標識柱、遮音
壁柱)、建築関係の鉄骨材、一般鋼材等をめっきしております。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市西淀川区竹島4-11-88

氏名
安治川鉄工株式会社

代表取締役社長　吉田 秀喜



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2017 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

3

鍍金事務所 順次低燃費タイプ車に入替えていく

フォークリフト
の低燃費車の導
入

4

鍍金事業部 自社の6ｔ車を低燃費タイプ車に入替える

自社トラックの
低燃費車の導入

1

鍍金事業部
コーティング
事業部

入出荷待ちのトラックのアイドリングを減らす
ため、入出荷時間の短縮を図る。たとえば出荷
の予約制。ある時間帯に集中しないように台数
を予めコントロールする。

トラック待ち時
間の短縮

2

本社事務所 順次低燃費車に入替えていく

営業車の低燃費
車の導入

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
すべての事業
所

非常灯をLEDタイプに交換する。工場内の水銀
灯をLEDタイプの物と順次交換する。

照明機器をLED化

3 本社事務所

省エネへの関心の薄い事務所サイドの人員にも
積極的に省エネ推進会議に出てもらう省エネ推進を全

社体制としてい
く

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 鍍金事業部

現在4台あるコンプレッサーを必要な台数だけ
稼働さ、不必要なコンプレッサーの運転を止め
る。また、インバータータイプのコンプレッ
サーに機種を替えて、消費電力を抑える。

コンプレッサー
の運転管理

(2)推進体制

取締役を委員長として4回／年の委員会の開催と、年度目標、実施項目、使用量の削減、教育について実施出来なかっ
たので、今年度は実施する予定です。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2007 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 25.8 ％ 26.9 ％ 20.2 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 28.4 ％ 29.1 ％ 22.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

弊社大阪工場はｴｱｺﾝ電力使用量が約40％を占めている。例年の如くH29年度は効果の期待度が大きい省ｴﾈ対策として、
空調室内機60台の洗浄、老朽化業務用ｴｱｺﾝ4台を省ｴﾈﾀｲﾌﾟへ更新及び蛍光灯と水銀灯の約68本をLED化へ更新した。また
昨年、本社が大阪工場に移転・統合し本社の電力量分が削減された。そのことも相まって21.5%の削減となった。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,998 3,878

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 4,298 3,433

事業の概要
自動車用シートベルト・エアバッグ、各種産業用繊維資材、消防用ホース・消
火栓ホース、管路補修材の製造

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 31輸送用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府摂津市千里丘7-11-61

氏名
芦森工業株式会社

取締役社長　鷲根成行



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1211) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

6 大阪工場

押出成形機600Aのヒーター余熱時間を極力なく
し、24時間体制で連続成形する。平成27年度後
半から実施しており、CO2削減量についての検
証を進める。操業にむらがあり、検証継続中。

押出成形機の
ヒータ余熱の解
消

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 大阪工場

空調機の室内機洗浄（年間約50～60台）で電気
使用量を削減。 　　　　　  　　   （年間
3t-CO2を削減する）平成27年度は63台（3t-CO2
削減）29年度は33台（2.4t-CO2削減）

空調機の室内機
洗浄

5
大阪工場
本社

空調機の職場毎の温度設定管理（夏場28℃　冬
場20℃）を徹底し、かつ各職場に責任者を決め
温度管理をおこなう。（年間1t-CO2を削減）空調機の温度管

理

2 大阪工場

ガス燃料のボイラー蒸気による暖房機の廃棄。
ガス使用量を削減した。　　　　　　　（年間
16t-CO2を削減）

ガス燃料ボイ
ラー蒸気の暖房
廃棄

3 大阪工場

蛍光灯、水銀灯のＬＥＤ化。（蛍光灯：200～
300灯/年、水銀灯：5～6灯/年）（年間5t-CO2
を削減）平成27年度：蛍光灯114灯交換（年間
0.6t-CO2を削減）29年度は03t-CO2削減

蛍光灯、水銀灯
のＬＥＤ化

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 大阪工場

老朽化空調機を廃棄（年間4～5台）し、省エネ
タイプへ更新する。　　　　　　　（年間2t-
CO2を削減）　平成27年度は経営上の問題より
次年度へ見送った。Ｈ29年度は1.14t-CO2を削
減。

老朽化空調設備
をインバーター
化

(2)推進体制

大容量約600Aのﾋｰﾀｰを具備している押出成形機がある。成形に入る前には約10時間程の余熱が必要である。昼間の電気
需要の平準化対策として、24時間体制で余熱の必要のない連続成形を実施している。頻度は2～3日/月である。省ｴﾈ効
果のある操業体制として現在も維持している。その他、毎年度、3ヶ年の中長期計画を策定し環境ISOの手法を用いて温
室効果ガス削減対策と目標を立て、半期毎に見直しながら計画的に取組んでいる。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 95.6 ％ 32.0 ％ 97.4 ％ 97.5 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 32.3 ％ 97.5 ％ 97.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

主な事業所である加島事業場は、平成28年3月末をもって事業場が閉鎖され、以降エネルギーの使用は無くなった。
その為、エネルギー使用量が大きく削減された。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 17,099

区分
削減目標

430

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 15,992 411

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 32その他の製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

主に医薬品の研究・製造・販売を行っており、大阪府下には9営業所（支店含
む）がある。
尚、これまで主な事業所であった加島事業場は平成28年3月末をもって事業場
閉鎖を実施した。以降加島事業場でのエネルギーの使用は無くなった。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区日本橋本町2-5-1

氏名
アステラス製薬株式会社

代表取締役社長　　安川　健司



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2015 年度

ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度
1

各支店・
営業所

営業活動に使用する車両全車がエコドライブを
実施する。

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 全事業場

クールビズの励行によるエネルギー消費抑制

エネルギー使用
の適正化

5 全事業場

時短推進によるエネルギー消費抑制

エネルギー使用
の適正化

2 全事業場

照明のこまめな消灯によるエネルギー消費抑制

エネルギー使用
の適正化

3 全事業場

冷暖房設定温度の適正化によるエネルギー消費
抑制

エネルギー使用
の適正化

1 加島事業場

事業場内の全蒸気ドレントラップ点検及び改
修。（年間206t-CO2を削減）蒸気ドレント

ラップ点検・改
修

(2)推進体制

その他の事業所（特定外事業所）に於いては人事総務担当者会議を定期に開催し、社員の省エネに対する意識向上を
図っている。
今後もこの推進体制を継続する。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2014 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 11.5 ％ 11.5 ％ 6.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

第1年度、第2年度と仕事量も少なく、削減効果も高い水準であったが、第3年度に入り仕事量も増加し、車輌台数の増
加等により、削減効果が半減しました。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 0

区分
削減目標

0

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 270 254

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 ①一般貨物自動車運送事業・貨物利用運送事業　②倉庫業　③通関業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
堺市中区小阪西町1番1号

氏名
株式会社アスト中本

代表取締役　中本　吉則



No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

本社営業所 デジタコを活用した安全経済走行の管理を継続
し、更なる向上を図ります。

安全経済走行へ
の取組み

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(2)推進体制

今年度も同様の状況が続くと予想されるが、アイドリングストップなどのエコドライブ活動を推進していきます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.1 ％ 2.9 ％ 4.0 ％ 7.1 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 2.6 ％ 4.1 ％ 6.9 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

熱源機器の効率的な運転、照明の間引き及びＬＥＤ化を引き続き実施し、来年度も削減に努めます。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 24,076 22,420

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 21,260 19,769

事業の概要
あべのキューズタウン管理組合は、区分所有者によって結成され、建物の管
理、運営を行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市阿倍野区

氏名
あべのキューズタウン管理組合

阿倍野筋1-6-1 　理事長　藪内　優典



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1124) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

8
あべのキュー
ズタウン管理
組合

共用部照明器具をＬＥＤ照明へ変更
(年間46.9t-CO2を削減)

照明設備ＬＥＤ
化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

6
あべのキュー
ズタウン管理
組合

照明ランプの間引き及び消灯           　(年
間46.7t-CO2を削減)

照明設備の消灯

7
あべのキュー
ズタウン管理
組合

給排気ファンの停止(年間33.8t-CO2を削減)

給排気ファン運
転管理

4
あべのキュー
ズタウン管理
組合

排水槽バッキブロアの間欠運転
（年間40.5t-CO2削減）

排水槽バッキブ
ロア運転管理

5
あべのキュー
ズタウン管理
組合

熱源二次ポンプ省エネルギー制御システム導入
(年間27.5t-CO2を削減)

熱源設備の省エ
ネ化

2
あべのキュー
ズタウン管理
組合

給排気ファンの間欠運転
（年間11.1t-CO2を削減）

給排気ファン運
転管理

3
あべのキュー
ズタウン管理
組合

大便器便座ヒーターの停止 (年間19.9t-CO2を
削減)
6～9月中の3ヶ月間ヒーターを停止便座ヒーター運

転管理

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
あべのキュー
ズタウン管理
組合

パッケージエアコンの設定温度変更
（年間35.4ｔ-CO2を削減）　　　　　　　設定
温度を1～2℃高めに設定空調運転管理

(2)推進体制

主な取り組みとして、省エネルギーの推進、CO2の削減に関して定期的に状況報告を行い、より効率的な運用を図れる
様に情報共有に努めました。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2015 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 17.5 ％ 17.3 ％ 22.2 ％

－ ％ 17.5 ％ 17.5 ％ 21.9 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 床面積

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

例年同様、ガス吸収式の熱源機の使用を計画的に減らせるところまで減らし、ターボ冷凍機をできるだけ使用した。自
動で制御すると若干ロスが出るため、目視で手動制御を一部導入した LED照明の更新が進んだ事もあり少し改善

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,104

区分
削減目標

3,209

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,712 2,891

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 95その他のサービス業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 物販、飲食、事務所、スポーツのビル内共同運営

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪市阿倍野区阿倍野筋

氏名
あべのベルタ管理組合施設部会

　　　　　　　　3-10-1-100 施設委員長　金田　知博



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1211) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
あべのベルタ
管理組合施設
部会

熱源機のオーバーホールの実施（1/2）低下し
た性能の復元とエネルギー効率の回復

熱源機のオー
バーホール

3
あべのベルタ
管理組合施設
部会

計画的に順次更新を行い、省エネにつとめてい
る。

LED化の推進

1
あべのベルタ
管理組合施設
部会

特に夏場がピークを迎えるため、熱源の温度管
理と冷温水の流量の調整を一部自動制御から外
した。特に負荷の増える時間帯はターボ冷凍機
をメインにガス焚きは止めるようにした。

冷暖房の温度と
冷温水流量の管
理

(2)推進体制

27－29年度、施設部会の予算編成会議において、省エネ対策について、
報告、対策検討を行いました結果、おかげさまで、ほぼ通路照明のLED化が出来、30－32年度は、未実施の項目につい
てさらに対策検討を提案していくように推し進めてまいります。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2011 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 6.0 ％ -2.8 ％ -4.9 ％ 4.5 ％

－ ％ -3.1 ％ -5.5 ％ 4.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内の工場の生産金額

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

生産が増加したため総排出量も増加したが、省エネルギー対策実施の効果のほか高付加価値品の生産の増加もあって、
目標には達しなかったものの、生産金額を原単位とした削減率は向上させることができた。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 18,052

区分
削減目標

19,468

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 16,415 17,615

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 25はん用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 転がり軸受用鋼球、各種金属球、各種非金属球の製造及び販売

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府門真市上野口町1-1

氏名
株式会社天辻鋼球製作所

代表取締役社長　杉本　美則



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

本社工場 外出時には、可能な限り鉄道などの交通機関を
利用し、車の使用を控える。また、車の更新時
には、低燃費車を導入する。ガソリン使用量

の削減

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 本社工場

26工場
L2室照明設備の省エネ型への更新
（年間16t-CO2の削減）照明設備の省エ

ネ型への更新

5 本社工場

本館事務所
照明設備の省エネ型への更新

照明設備の省エ
ネ型への更新

2 本社工場

ブリケット工場
照明設備の省エネ型への更新
（年間1t-CO2を削減）照明設備の省エ

ネ型への更新

3 本社工場

27工場
空調設備の高効率化型への更新
（年間3t-CO2を削減）空調設備の高効

率型への更新

1 本社工場

技術開発室
空調設備の高効率化型への更新
（年間9.4t-CO2を削減）空調設備の高効

率型への更新

(2)推進体制

当社は、地球環境の保全を最重要課題のひとつであることを認識しながら、住みよい地球を将来の世代に引き継ぐこと
を基本理念としており、積極的に環境への取組みを進めております。平成13年3月にISO14001を認証取得し、継続的改
善を進めながら今後も地球環境に貢献すべく、活動を行ってまいります。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2018 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 8.0 ％ 5.4 ％ 1.8 ％ 0.6 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 5.2 ％ 1.7 ％ 0.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成２６年度比で、ＣＯ２は０．６％減少に留まり、平成２８年度より悪化している。この理由は、触媒脱臭装置の稼
働増加による都市ガスの消費量増加ためである。種々の省エネ施策も実施中で削減率の向上に取り組んでいく。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 9,481 9,432

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 9,000 8,947

事業の概要

主に、製紙用薬品、インキ・塗料・粘接着剤用樹脂の製造および販売を行って
おり、全国で６工場と６ヶ所の営業拠点が有ります。大阪府内には、大阪工場
（研究所を含む）、本社 が所在しています。
鴫野倉庫は、平成２３年度より使用していないため、除外しています。
方玉寮（独身寮）は住居なので、対象外とします。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 16化学工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市中央区平野町１－３－７

氏名
荒川化学工業株式会社

代表取締役社長　　宇根 高司



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

12 研究所

H28年度追加対策として、主要照明のLED電球に
入れ替え。
実績･･･H29年3月に交換。照明のＬＥＤ化

　　2.自動車分野

10 研究所

H28年度追加対策として、恒温室の空調を省電
力型に更新。
実績･･･H29年3月に更新。機器を省エネタ

イプに更新

11 研究所

H29年度追加対策として、GHPを省電力型に更
新。
実績･･･H29年11月に更新。機器を省エネタ

イプに更新

8 研究所

電気、ガス空調室外機の定期清掃
実績…H27年6月に清掃。H28年6月に清掃。H29
年6月に清掃。空調機室外機清

掃

9 研究所

窒素発生装置を省電力型に更新
実績…H27年11月に更新。実績化継続。

機器を省エネタ
イプに更新

6 本社

本館の主要な照明をＬＥＤ電灯に入れ換え
実績…H26、秋に実施済み。実績化継続。

照明のＬＥＤ化

7 研究所

プリンター複合機を省エネタイプに更新。
実績…H27年に2台更新済み。（実績化継続）
更にH28年度に2台更新済み。機器を省エネタ

イプに更新

4 大阪工場

断熱性の良いパイロジェル保温材による放熱ロ
ス削減
…H27年4月より継続して実施。保温強化による

放熱ロス削減

5 本社

・別館事務所２室（約１０名）を本館に移設
し、エアコン・照明等集約
・電算室縮小、クーラー付サーバラック導入に
よる室内クーラーの削減・小型化
実績…H27年4月実施済み。実績化継続。

事務所の統合、
室内クーラーの
縮小

2 大阪工場

事業統合による大阪府域での生産減少
…H29年度より実績化。

事業統合

3 大阪工場

焼却炉稼働減少による温室効果ガス減少
実績…継続して実施中。処理量減少によりＣＯ
２発生量も減少。焼却炉稼動減

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 大阪工場

防爆水銀灯をLED等の省エネタイプに更新
実績…拡大中。

ＬＥＤ導入

(2)推進体制

全社ISO14001を取得し温暖化対策に取り組んでいる。

省エネ法に基づく省エネ推進体制として、本社の品質環境保安室を事務局とし、各事業所に１名ずつの担当者を置き、
３ヶ月ごとに対策の進捗状況を収集し管理を行っており、本体制を継続していきます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2299) 年度
人工排熱 ～

年度
1

本社（物流） 生産拠点集約化により大阪地区からの出荷回数
が削減される。
…H27年度生産拠点集約のため、試作製造実
施。H28年12月に生産拠点集約完了。

物流網の再構
築。

(4)その他の抑制対策

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 2.0 ％ 20.6 ％ 8.1 ％ 10.5 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 19.8 ％ 7.8 ％ 10.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

車両の動態管理システムを利用して速度超過やエンジン回転数オーバーの管理をタイムリーに行う。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 8,137

区分
削減目標

7,329

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 7,855 7,035

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 常温、低温、冷凍商品の輸送及び保管、通関業。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市西淀川区中島2-7-48

氏名
荒木運輸株式会社

代表取締役社長　荒木　靖郎



No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

大阪主管店 車両の動態管理システムを導入し、速度超過や
エンジン回転数オーバーをタイムリーに注意指
導する。

2

東大阪ＣＦ
センター

車両の動態管理システムを導入し、速度超過や
エンジン回転数オーバーをタイムリーに注意指
導する。

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(2)推進体制

ドライバーを対象に、実際の運行データなどを利用して温室効果ガスの削減に向けた勉強会の実施や、エコドライブの
ためのマニュアルを作成し、配布している。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）


